
－1－ 

0 20 40 60 80 100（％）

平成13年度調査対象
（～H13.12末まで）

平成14年度調査対象
（H14.１～H14.10末まで）

平成15年度調査対象
（H15.１～H15.12末まで）

平成16年度調査対象
（H16.１～H16.12末まで）

平成17年度調査対象
（H17.１～H17.12末まで）

45～49歳～29歳

※）「無回答」を除いて集計。

30～34歳

35～39歳

40～44歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

15.1 18.5 13.0 12.1 11.0 10.1 15.3

5.0

15.9 21.5 14.6 10.510.0 7.1 15.5

5.0

5.0

18.5 20.6 13.4 9.0 9.1 8.46.9 14.1

40代
（25.1％）

30代
（33.6％）

（37.4％）

（39.1％）

18.6 16.8 14.5 12.4 9.5

3.7

19.6

（35.4％）

（24.6％）

（22.4％）

（26.9％）

（17.6％）

（17.5％）

（13.2％）

5.3

15.6 17.2 11.9 12.2 8.3 18.311.3

（32.8％） （24.1％） （19.6％）

50代
（21.1％）

60代
以上

■対象とした評価住宅に居住する世帯の属性の経年比較
（平成13年度－平成17年度）

【世帯主の年齢】

0 20 40 60 80 100

４人１人

２人

３人

５人以上

平成13年度調査対象
（～H13.12末まで）

平成14年度調査対象
（H14.１～H14.10末まで）

平成15年度調査対象
（H15.１～H15.12末まで）

平成17年度調査対象
（H17.１～H17.12末まで）

平成16年度調査対象
（H16.１～H16.12末まで）

※）「無回答」を除いて集計。

（％）

【世帯人員】

21.45.8 27.5 31.1 14.2

31.8 25.3 24.8 9.58.6

32.411.9 25.9 21.3 8.5

34.36.4 22.3 26.8 10.2

31.610.9 26.2 22.1 9.2

0 20 40 60 80 100

200万円未満

200～300万円未満

300～400万円未満

400～500万円未満

500～700万円未満

700～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500～2,000万円未満

2,000万円以上

※）「無回答」を除いて集計。

（％）

平成13年度調査対象
（～H13.12末まで）

平成14年度調査対象
（H14.１～H14.10末まで）

平成15年度調査対象
（H15.１～H15.12末まで）

平成17年度調査対象
（H17.１～H17.12末まで）

平成16年度調査対象
（H16.１～H16.12末まで）

【世帯の年収】

7.6 22.9 32.4 21.4 6.4

2.1

1.1

2.9 3.2

9.1 25.1 31.1 20.3

3.21.3 2.6 5.1 2.4

9.96.1 24.2 31.6 18.1

6.7 6.318.310.4 29.0 19.9

4.01.4 2.5 2.1

2.6

3.91.3 4.3

7.2 21.211.0 28.7 19.6

3.62.3 3.8

■主な調査項目における過去５カ年分の調査の比較分析 

 

本調査は平成 13 年度から５カ年にわたって実施しており、経年変化の傾向を把握する必

要性が高い主な項目について過去５カ年分の比較分析を行った（比較分析方法については、

p.10 参照のこと）。 

（１）対象とした評価住宅に居住する世帯の属性 

■世帯主の若年化が進む傾向にあったが、平成 16 年度調査以降、ほぼ横ばいで推移して

いる 

■小規模世帯の割合が増加する傾向にあったが、平成16年度調査以降、１人世帯の減少傾向

がみられる 

■「世帯の年収」と「65 歳以上の高齢者・要介護者の同居状況」には、顕著な傾向は見ら

れないが、平成 16 年度調査以降、高齢者同居世帯の増加がみられる 
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－2－ 

0 20 40 60 80 100（％）

住んでいる

住んでいない

平成13年度調査対象
（～H13.12末まで）

平成14年度調査対象
（H14.１～H14.10末まで）

平成15年度調査対象
（H15.１～H15.12末まで）

平成17年度調査対象
（H17.１～H17.12末まで）

平成16年度調査対象
（H16.１～H16.12末まで）

※）「無回答」を除いて集計。

【65歳以上の高齢者・要介護者の同居状況】

16.8 83.2

15.4 84.6

20.9 79.1

16.4 83.6

20.2 79.8

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

（％）

持っている

持っていない

【設計住宅性能評価書】

（％）

【建設住宅性能評価書】

平成13年度調査対象
（～H13.12末まで）

平成14年度調査対象
（H14.１～H14.10末まで）

平成15年度調査対象
（H15.１～H15.12末まで）

平成16年度調査対象
（H16.１～H16.12末まで）

平成13年度調査対象
（～H13.12末まで）

平成14年度調査対象
（H14.１～H14.10末まで）

平成15年度調査対象
（H15.１～H15.12末まで）

平成16年度調査対象
（H16.１～H16.12末まで）

平成17年度調査対象
（H17.１～H17.12末まで）

平成17年度調査対象
（H17.１～H17.12末まで）

※）「無回答」を除いて集計。

■住宅性能評価書の保持状況の経年比較（平成13年度－平成17年度）

82.6 17.4

84.3 15.7

90.1

85.1 14.9

84.3 15.7

83.2 16.8

91.5

85.9 14.1

9.9

8.5

82.1 17.9

80.9 19.1

0 20 40 60 80 100（％）

受け取った

受け取っていない

注）設問の形式が異なるため、平成13
　　年度～15年度調査は、「住宅紛争
　　処理支援センターからのご案内」
　　の授受状況に関する結果を表記し
　　ている。

平成13年度調査対象
（～H13.12末まで）

平成14年度調査対象
（H14.１～H14.10末まで）

平成15年度調査対象
（H15.１～H15.12末まで）

平成17年度調査対象
（H17.１～H17.12末まで）

平成16年度調査対象
（H16.１～H16.12末まで）

※）「無回答」を除いて集計。

58.3 41.7

63.3 36.7

59.1 40.9

63.8 36.2

65.5 34.5

■紛争処理手続き等案内資料の授受状況の経年比較（平成13年度－平成17年度）

 

 

 

 

 

 

（２）住宅性能評価書の保持状況等 

■平成 14 年度調査以降、設計住宅性能評価書、建設住宅性能評価書ともに、「持っている」

割合が減少傾向にあったが、平成 17 年度調査で増加に転じている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■紛争処理手続き等案内資料を「受け取った」割合が６割前後で推移している 

 

 

 

 

 

 

 



－3－ 

0 20 40 60 80 100

内容もだいたい
知っている

（％）

名前くらいは
知っている

まったく知らない

平成13年度調査対象
（～H13.12末まで）

平成14年度調査対象
（H14.１～H14.10末まで）

平成15年度調査対象
（H15.１～H15.12末まで）

平成16年度調査対象
（H16.１～H16.12末まで）

平成17年度調査対象
（H17.１～H17.12末まで）

※）「無回答」を除いて集計。

44.9 41.5 13.6

38.4 44.2 17.5

50.5 39.5 10.0

48.0 39.7 12.3

86.4％

82.5％

90.0％

87.7％

49.6 37.1 13.3

86.7％

■住宅性能表示制度の認知度の経年比較（平成13年度－平成17年度）

0 20 40 60 80 100

知っている

（％）

知らない

平成13年度調査対象
（～H13.12末まで）

平成14年度調査対象
（H14.１～H14.10末まで）

平成15年度調査対象
（H15.１～H15.12末まで）

平成16年度調査対象
（H16.１～H16.12末まで）

平成17年度調査対象
（H17.１～H17.12末まで）

※）「無回答」を除いて集計。

■住宅性能評価料金の認知度の経年比較（平成13年度－平成17年度）

34.6 65.4

18.1 81.9

22.2 77.8

22.4 77.6

26.0 74.0

（３）住宅性能表示制度の認知度 

■住宅性能表示制度の認知度は、平成 15 年度以降、９割程度で推移している 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）住宅性能評価料金の認知度 

■平成 15 年度以降、住宅性能評価料金を「知っている」割合はほぼ横ばいである 

 

 

 

 

 

 

 

（５）住宅性能表示制度を活用した住宅のメリットの認知度・魅力度 

■平成 15 年度の住宅性能表示制度を活用した住宅のメリットの認知度は、すべての項目

で平成 14 年度に比べて増加していたが、平成 15 年度以降は、「住宅性能評価書により

相互比較可能」、「安価で迅速な紛争処理」、「資産価値への反映への期待」の認知度が減

少している 

■住宅性能表示制度を活用した住宅のメリットの魅力度は、「安価で迅速な紛争処理」、「資

産価値への反映への期待」が減少傾向にある 

 

 

 

 

 

 



－4－ 

0 20 40 60 80 100
（％）

0 20 40 60 80 100
（％）

■住宅性能表示制度を活用した住宅のメリットの認知度・魅力度の経年比較（平成13年度－平成17年度）

《マルチアンサー》【認知度】 【魅力度】 《マルチアンサー》

79.1

87.0

53.7

52.0

30.2

70.7

70.6

86.8

45.9

50.9

29.3

住宅の性能が、住宅性能評価書に
より明確に表示され、相互に比較で
きること

住宅供給者との紛争が発生した場合、
安価で迅速な紛争処理が受けられる
こと

資産価値への反映が期待できること

民間住宅ローンの金利や地震保険
の保険料などで優遇措置が用意さ
れていること

第三者機関による評価（現場検査等）
を受けているので安心できること

平成13年度調査対象（～Ｈ13年12月末まで）

平成14年度調査対象（Ｈ14年1月～10月末まで）

平成15年度調査対象（Ｈ15年1月～12月末まで）

平成16年度調査対象（Ｈ16年1月～12月末まで）

平成17年度調査対象（Ｈ17年1月～12月末まで）

42.4

70.8

55.0

45.2

34.4

37.0

67.8

54.1

53.6

43.1

44.7

71.0

87.7
87.2

48.0
45.8

57.5
54.3

33.7
36.4

63.3

88.3

43.2

52.3

32.3

37.6
38.6

67.2
68.9

52.7
52.7

53.4
50.7

46.3

35.0

65.0

49.4

49.4

45.3

平成14年度調査対象
（H14.１～H14.10末まで）

平成15年度調査対象
（H15.１～H15.12末まで）

平成17年度調査対象
（H17.１～H17.12末まで）

0 20 40 60 80 100（％）

知っている

知らない

平成16年度調査対象
（H16.１～H16.12末まで）

※）「無回答」を除いて集計。

0 20 40 60 80 100

73.9 26.1

知っている

知らない

※）「無回答」を除いて集計。

8.791.3

7.692.4

8.191.9

9.390.7

（％）

■現在の住宅が評価住宅であることの認識度の経年比較（平成14年度－平成17年度）

平成13年度調査対象
（～H13.12末まで）

【参考】　分譲住宅居住者に限定して質問した結果

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）現在の住宅が評価住宅であることの認識度 

■現在の住宅が評価住宅であることを「知っていた」割合は９割程度で推移している 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－5－ 

平成13年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度

平成17年度

（％）
0 50 100

（％）
0 50 100

（％）
0 50 100

平成13年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度

（％）
0 50 100

（％）
0 50 100

（％）
0 50 100

平成13年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度

（％）
0 50 100

（％）
0 50 100 0 50 100

平成13年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度

平成17年度

平成17年度

（％）
0 50 100

（％）
0 50 100

①構造の安定に関すること ②火災時の安全に関すること ③劣化の軽減に関すること

④維持管理への配慮に関すること ⑤温熱環境に関すること ⑥空気環境に関すること

⑦光・視環境に関すること ⑧-1 音環境に関すること（外部騒音） ⑧-2 音環境に関すること（上下階音）

⑧-3 音環境に関すること（隣戸音） ⑨高齢者等への配慮に関すること

重視した＋やや重視した

あまり重視しなかった＋全く重視しなかった

※「無回答」を除いて集計。0 50 100

平成17年度

重視した＋やや重視した

あまり重視しなかった＋全く重視しなかった

95.8

93.3

平成13年度は、問い方が異なる
ため、比較できない。

平成13年度は、問い方が異なる
ため、比較できない。

平成13年度は、問い方が異なる
ため、比較できない。

79.3

80.7

80.4

78.2

65.2

73.7

74.9

66.8

81.4

76.0

77.6

81.6

※2） ⑧-2、⑧-3は、共同住宅等に関する
　　　性能表示項目であるため、共同住宅
　　　等の居住者にのみ尋ねた結果である。

89.0 72.3

90.5 74.5

68.9

68.2

93.6 76.3 68.3

67.0 61.5 71.9

67.2 62.4 71.4

81.0

79.6

79.4

90.9

85.7

80.6 77.9 84.4

65.8

67.0

60.8

86.1

83.5

61.482.2

66.8 63.6 70.0

83.1 79.1 87.1

59.884.9

※1）「無回答」を除いて集計。

■現在の住宅を建築又は購入した際の性能表示項目の重視度の経年比較
　 （平成13年度－平成17年度）

平成13年度

（％）

【参考】　「音環境に関すること」の重視度（H14年度調査より、３区分して尋ねている）

76.4

（７）評価住宅を取得した際の性能表示項目の重視度と、現在の住宅に対する満足度 

■「⑥空気環境に関すること」が５年間を通して重視度が減少している 

 

 

 



－6－ 

（％）
0 50 100

（％）
0 50 100

（％）
0 50 100

（％）
0 50 100

（％）
0 50 100

（％）
0 50 100

④維持管理への配慮に関すること ⑤温熱環境に関すること ⑥空気環境に関すること

⑦光・視環境に関すること ⑧-1 音環境に関すること（外部騒音） ⑧-2 音環境に関すること（上下階音）

73.2

73.3

82.9

80.5

74.4

72.4

85.3

80.9

70.6 70.2 80.2

75.2 70.7 78.3

81.7

72.7

71.1

67.8

67.9

82.3 72.5 67.0

平成13年度は、問い方が異なる
ため、比較できない。

平成13年度は、問い方が異なる
ため、比較できない。

満足している＋まあ満足している

多少不満がある＋非常に不満がある

わからない ※2） ⑧-2は、共同住宅等に関する性能
　　　表示項目であるため、共同住宅等の
　　　居住者にのみ尋ねた結果である。

※1） 「無回答」を除いて集計。

平成13年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度

平成13年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度

78.0 74.2 83.7

85.5 84.0 61.9

平成17年度

平成17年度

（％）
0 50 100

（％）
0 50 100

（％）
0 50 100

（％）
0 50 100

（％）
0 50 100

①構造の安定に関すること ②火災時の安全に関すること ③劣化の軽減に関すること

●９つの性能表示項目別の評価

●現在の住宅に対する総合評価

90.8

87.6

87.3

85.2

75.8

78.4

72.1

69.9

●９つの性能表示項目の総合評価

90.6

87.1

82.8 86.0

88.6 87.8

81.7 76.9 65.7

84.9 82.1 69.0

平成13年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度

平成13年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度

88.4 88.2 73.3平成17年度

平成13年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度

87.0 87.9平成17年度 平成17年度

■現在の住宅に対する満足度の経年比較（平成13年度－平成17年度）

 

■現在の住宅（評価住宅）に対する総合評価と９つの性能表示項目の総合評価に対する満

足度は、おおむね９割程度で推移している 

■平成 17 年度では、平成 16 年度に比べて、「⑧－２音環境に関すること（上下階音）」を

除くすべての項目について満足度が増加している 

 

 



－7－ 

満足している＋まあ満足している

多少不満がある＋非常に不満がある

わからない66.1

※「無回答」を除いて集計。

0 50 100 0 50 100

満足している＋まあ満足している

多少不満がある＋非常に不満がある

わからない

⑧-3 音環境に関すること（隣戸音） ⑨高齢者等への配慮に関すること

79.6

79.8

76.6

81.3

80.9

76.181.5

平成13年度は、問い方が異なる
ため、比較できない。

※2） ⑧-3は、共同住宅等に関する性能
　　　表示項目であるため、共同住宅等の
　　　居住者にのみ尋ねた結果である。

※1） 「無回答」を除いて集計。

平成13年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度

80.185.8平成17年度

（％） （％）

0 50 100

平成13年度

（％）

【参考】　「音環境に関すること」の満足度（H14年度調査より、３区分して尋ねている）

0 20 40 60 80 100 （％）

防犯性能

住宅設備の省エネルギー性能

振動の伝わりにくさ　　　　　　　
に関する性能

給排水の騒音の伝わりにくさ　
に関する性能

収納の量や使いやすさ　　　　
に関する性能

インターネット環境　　　　
に関する性能

通風性能

日照性能

その他

■現制度の性能表示項目以外に重要視したいと思った性能項目の経年比較
（平成13年度－平成17年度） 《マルチアンサー》

注）「間取りの変更のしやすさに関する性能」は、平成16年度調査から
　　採用された項目であるため、表記していない。

64.3

36.4

20.8

18.2
15.2
17.2

62.6

65.2
58.8

31.9

53.2

78.2

6.6

72.9

28.8

21.6

23.6

62.0

36.1

52.2

58.4
52.2

78.9

5.8

平成13年度調査対象
(～Ｈ13年12月末まで)

平成14年度調査対象
(Ｈ14年1月～10月末まで)

平成15年度調査対象
(Ｈ15年1月～12月末まで)

平成16年度調査対象
(Ｈ16年1月～12月末まで)

平成17年度調査対象
(Ｈ17年1月～12月末まで)

71.1
78.8

72.6

27.0
29.5
28.0

15.2

18.2
20.7
18.6

58.6

34.6
32.1

25.2

46.5

72.7
68.8
68.8

4.1
2.6
1.2

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）住宅性能表示項目以外に重視したいと思った性能項目 

■バラツキはあるものの、５年間を通じて、「防犯性能」と「日照性能」を重視したいと

思った割合が７割程度、「収納の量や使いやすさに関する性能」が６割程度で推移して

いる 

■「防犯性能」を重視したいと思った割合は、おおむね増加傾向にある 

 

 

 

 

 



－8－ 

0 20 40 60 80 100（％）

勧めたい

50.848.0

1.2

1.8

51.247.5

51.446.8

1.3
どちらともいえない

勧めたくない

注）平成13年度調査には、この設問は含まれていない。

平成14年度調査対象
（H14.１～H14.10末まで）

平成15年度調査対象
（H15.１～H15.12末まで）

平成16年度調査対象
（H16.１～H16.12末まで）

平成17年度調査対象
（H17.１～H17.12末まで）

1.0

52.246.8
※）「無回答」を除いて集計。

■住宅性能表示制度の知人等への勧誘意向の経年比較（平成14年度－平成17年度）

価格

住宅の広さ・間取りプラン

住宅の性能

住宅設備の仕様

住宅性能表示制度の活用

生活の利便性

住宅周辺の環境・景観

住宅供給者の信頼性

住宅供給者のアフターサービス

その他

無回答

0 20 6040 80 （％）

58.4
48.2

64.0
57.2

33.2
28.2

8.4
5.9

7.9
11.4

41.5
53.5

40.5
39.3

38.8
32.2

9.9
7.5

8.8
11.2

2.6
2.4

1.0
2.8

59.0

60.5

55.8
51.8

57.8
55.4

31.4
37.4
34.4

9.4
8.9

7.3
5.4

8.3

4.0

57.3
51.4

41.0

29.5

31.2

33.3
34.2

34.3
41.5

7.2

2.5
1.5
1.6

0.7
1.0
5.0

平成13年度調査対象
(～Ｈ13年12月末まで)

平成14年度調査対象
(Ｈ14年1月～10月末まで)

平成15年度調査対象
(Ｈ15年1月～12月末まで)

平成16年度調査対象
(Ｈ16年1月～12月末まで)

平成17年度調査対象
(Ｈ17年1月～12月末まで)

《マルチアンサー》
■現在の住宅を建築又は購入した際の重視項目の経年比較
（平成13年度－平成17年度）

（９）住宅取得時に重視した項目 

■平成 15 年度頃から、「住宅供給者の信頼性」や「住宅周辺の環境・景観」、「住宅供給者

のアフターサービス」を重視する割合の増加傾向がみられる一方で、「生活の利便性」

や「価格」、「住宅の広さ・間取りプラン」を重視する割合は減少傾向にある 

■「住宅の性能」を重視したと答えた者の割合は、平成 14 年度から平成 16 年度まで増加

傾向がみられ、５年間を通して、おおむね３割前後で推移している 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10）住宅性能表示制度の知人等への勧誘意向 

■知人等へ「勧めたい」と考える割合は、半数程度で推移している 

 

 

 

 

 



－9－ 

0 20 40 60 80 100

費用が自己負担になっても、
測定したいと思う65.9 16.417.8

65.4 19.415.3

費用が自己負担であれば、
測定しなくてよい

費用が自己負担でなくても、
測定しなくてよい

平成14年度調査対象
（H14.１～H14.10末まで）

平成15年度調査対象
（H15.１～H15.12末まで）

平成16年度調査対象
（H16.１～H16.12末まで）

65.2 16.518.3

平成17年度調査対象
（H17.１～H17.12末まで）

68.3 16.215.5

（％）

※）「無回答」を除いて集計。

■室内化学物質濃度測定に対する意向の経年比較（平成14年度－平成17年度）

0 20 40 60 80 100（％）

21.1 78.9
平成13年度調査対象
（～H13.12末まで）

【参考】　測定していないと答えた者の測定意向（選択肢がH14年度以降と異なる）
費用が自己負担になっても、
測定したいと思う

費用が自己負担であれば、
測定しなくてよい

※ 「無回答」を除く

（11）室内化学物質濃度測定に対する意向 

■「費用が自己負担になっても、測定したいと思う」者の割合は 15～20％程度で推移して

いる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【注記】 

本文及び図中の構成比に関する数字は、小数点以下第２位を四捨五入して、小数点以下第１位

までを有効数字として表章した。 

したがって、構成比の合計数字が 100％とならない場合がある。 
 
 

 



－10－ 

■各年度調査のアンケートサンプルと母集団 （戸）

アンケート
サンプル
［Ａ］

母集団（実
績値）
［Ｂ］

ウェイト値
［Ｂ／Ａ］

■平成13年度調査のアンケートサンプルと母集団 ※１）アンケートサンプルは、調査票の回収戸

総数 住宅数 712 4,873 6.84 　　　数である。

構成比 100.0% 100.0% 1.00 ※２）母集団は、各調査対象期間における建設

戸建住宅 住宅数 608 3,748 6.16 　　　住宅性能評価書の交付実績戸数である。

構成比 85.4% 76.9% 0.90 　　○平成13年度調査の調査対象期間

共同住宅等 住宅数 104 1,125 10.82 　　　：評価住宅供給開始時（平成12年10月）

構成比 14.6% 23.1% 1.58 　　　　～平成13年12月末

■平成14年度調査のアンケートサンプルと母集団 　　○平成14年度調査の調査対象期間

総数 住宅数 1,550 28,625 18.47 　　　：平成14年1月～平成14年10月末

構成比 100.0% 100.0% 1.00 　　○平成15年度調査の調査対象期間

戸建住宅 住宅数 799 10,296 12.89 　　　：平成15年1月～平成15年12月末

構成比 51.5% 36.0% 0.70 　　○平成16年度調査の調査対象期間

共同住宅等 住宅数 751 18,329 24.41 　　　：平成16年1月～平成16年12月末

構成比 48.5% 64.0% 1.32 　　○平成17年度調査の調査対象期間

■平成15年度調査のアンケートサンプルと母集団 　　　：平成17年1月～平成17年12月末

総数 住宅数 1,473 72,379 49.14
構成比 100.0% 100.0% 1.00

戸建住宅 住宅数 830 26,135 31.49
構成比 56.3% 36.1% 0.64

共同住宅等 住宅数 643 46,244 71.92
構成比 43.7% 63.9% 1.46

■平成16年度調査のアンケートサンプルと母集団
総数 住宅数 1,137 95,826 84.28

構成比 100.0% 100.0% 1.00
戸建住宅 住宅数 583 38,598 66.21

構成比 51.3% 40.3% 0.79
共同住宅等 住宅数 554 57,228 103.30

構成比 48.7% 59.7% 1.23
■平成17年度調査のアンケートサンプルと母集団
総数 住宅数 385 116,919 303.69

構成比 100.0% 100.0% 1.00
戸建住宅 住宅数 215 46,326 215.47

構成比 55.8% 39.6% 0.71
共同住宅等 住宅数 170 70,593 415.25

構成比 44.2% 60.4% 1.37

【参考】過年度調査との比較分析方法 

・ 本調査は、平成 13年度から実施しているが、平成 13年度調査は、住宅性能表示制度のス

タートから日が浅いこともあり、すべての評価住宅を対象として実施したのに対して、そ

の後の建設住宅性能評価書の交付実績の伸びを考慮して、平成 14 年度以降の調査におい

ては、一定のルールに従った抽出調査として実施している。 

・ このため、各年度の調査結果を比較するに当たっては、アンケートサンプルから得られた

データを、母集団（この場合、建設住宅性能評価書の交付実績戸数）とアンケートサンプ

ルの関係から補正することが必要になる。ここでは、住宅の建て方別実績値を用いたウェ

イトバックを行うことにより、過去５カ年分の調査の比較分析を試みている。 

・ ウェイトバックに用いたウェイト値は次のとおりである。 

 

 

 

 

 


